
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2021年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 症サポートブリッジ

1 事業の成果

2021年度は各地域の包括支援センター、医療従事者、民間企業、介護事業者との連携をはかり地域活動

を行った。特には学童保育所の児童 と認知症のある人たちが交流を図ることによって、お互いが顔見

知 りにな り、お互いで見守 り合い、誰 もが安心 して暮 らせる町づ くりの仕組みの土台作 りになる新

しい取 り組みをおこなった。児童たちが認知症のある高齢者 と交流することにより、認知症のある

人が特別な人ではなく、普通の人であることを知 り、誰 もが必要 とされる地域社会 とな り、インク

ルーシブ社会の実現につながると考えられる。「認知症があっても暮らせる街づくり」をテーマに核家族

が増える都会の暮らしの中で子供から高齢者まで集える場はとても貴重であり、「協働」の意味を再認識できる

場でもあったЭ高齢者世帯、日中独居の方々が住み慣れた地域で暮らし続けることが困難になつている都会の

現状を地域の自治体と再認識する。「認知症を正しく理解する」ことを多くの介護事業関連機関に広めるため

地域での研修会、懇親会を開催し来季に向けての地域における協働活動の体制が構築できた。
2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【511】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盗
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

地域における認
知症周辺問題に

関す る実践的な
技術支援事業

医療職による研修
医師の講演開催

1月 練馬区 65名

全国各地
の認知症
専門医及
び介護従
事者

65名 92

地域における認
知症周辺問題に
関する実務研修
事業

医療職による研修
医師の講演開催

1月 練馬区 65名

全国各地
の認知症
専門医及
び介護従
事者

65名 92

地域における認
知症周辺問題に
関する地域基盤
的なネットワーク作 り
事業

地域連携事業
八王子市の介護事業所と学童
保育所 との交流活動

4月 ～3

月までの
20回

八王子市
各国 2～
20名

認知症当
事者 とそ
の家族、学
生、地域の

人など

120名 169

地域における認
知症周辺問題に
関する啓発支
援・認知症予防関
連事業

専門医を交えて認知症当事者
と介護職 との懇談会

4月 ～ 3

月
三鷹市 30名

都内近郊
の認知症
当事者と

家族、介護
スタッフ

90名 158

足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2021年 度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合)

特定非営利活動法人 症サポー トブリ :ヽ

単位 :円
金   額 」上量L二合計

受取利息

2

受 金

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益
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PL数字の100%
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PL数字′)100%

PL数 字の100%
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役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
‐.支払手数料
・―保険料
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支払手数料
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交際費
消耗品費
車両費
租税公課
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4 事業収益

費  用  計

経 常 外 収 益

外 費 用 計

・緩  :既 正  康  財  西



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2021年 度 貸借対照表

事 業 報 告 用

法人 地域認知症サポー トブリ

科 円 金   額 小計・合「評

200,

488,74現金預金

未収入金

:資産

車両運搬具
什器備品

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金
長期貸付金

量 盤 L二 ,② 2.100.00(

【A】 資 産 合 計 ①+② 2,788,741

期借入金

退職給付引当金
入 金

未払金

預 り金

レ
ｏ
ｏ

４

＾

732,431

732.43

732.431

2,065,92L
-9,611′

2_056_31

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 2,788,741

|

2,100,0躍



16 28

2021年 度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サポー トブリッジ

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正

NPO法人会計基準協議会)'こ よっていますD

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固 定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金  該当なし

引当金

(・ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
税込経理方式

2.事 業別損益の状況

科 目

(1)地域にお
ける認知症周
辺問題に関す
る実践的な技
術支援事業

(2)地域にお
ける認知症周
辺問題に関す
る実務研修事

業

(3)地域にお
ける認知症周
辺問題に関す
る研究事業

(4)知 己にお
ける認知症周
辺問題に関す
る地域基盤的
なわトワータ作 り

事業

事業部門計 管理部門 合計
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0

0

41,856
0

0

52,430
3,080

０
〉ン
ｎ
ソ
´
ａ
′
Ｏ^
υノ
Ｑ
ソ

０^
フ
ｎ
Ｖン
一０
〉／

６

　

９

９

７

０

２

３

91,873 91,873 169,612 157,909 511.267 198,346 709,613
91,873 91,87{ 169.612 157,909 511,267 198,346 709,613

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

支払手数料
旅費交通費
交際費
消耗品費
車両費
租税公課
保険料
雑費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 △ 91,873 △  91.873 △  169.612 △  157,909 △  511,267 501.656 △ 9.6

内 容 金 額 算定方法
該 当な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

該 当な し

合計

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳  該当なし

6.借 入金の増減内訳   該当なし

役員及びその近親者 との取引の内夕 該当なし
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです3

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため
に必要な事項

事業費と管理費の按分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

円

（
Ｘ
）

科 目 期首取得価額 取 得 減 少 減価償却累計額 期末帳簿価額

2,100,000 2,100,000 2,100,009

2.100.000

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合 計 2.100,000 2.100.000

科 目 期首残高 当期借入 当期返済
732,431 732,43レ

732.431合計 732.431

科 目

計算書類に

計上 された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2021年 度 財産目録

事 業 報 告 用

活動法人 地域認知症サポートブリ

単位 :円
ユ 目 令 鍾 ′lヽ 計 合   計

質_重_の 郡
責 産

l

3881

6841

488,741

109,

280,

98,

200,000 200,000

現金預金
手元現金
多摩信用金庫普通預金
多摩信用金庫普通預金

‐-688.741

2,100,000

2,100,000

敷 金

/</ a>

車両運搬具
事業用車両

ソフ トウェア
オペ レーションシステム

文書編集 ソフ ト

壼 査1:lⅢ … ②           ~ 2_1(Ю αX

【A】 資 産 合 計 ①+② 2,788,74)

-1】 負 債 の 都

732,431
732,431

未払金
短期借入金
未払費用
預り金 (源泉所得税)

り

源泉徴収税

732.431

0
長期借入金

職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 732.431

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 2.056.310



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2021年 度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 地域認知症サポー トブリッジ

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)氏    名

1 理 事

キノシタ  トオル 2021年 4月 1日

2022年3月 31日

年  月  日

年  月  日木之下 徹

2 理 事

モトナカ
゛
  タクロウ 2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

年  月  日

年 月 日元永 拓郎

3 理 事

ホンタ
゛
  トモコ 2021年 4月 1日

2022年3月 31日

年  月  日

年  月  日本多 智子

4 理 事

ハナフ
゛
サ  ヒロオ 2021年 4月 1日

2022年3月 31日

年  月  日

年  月  日英 裕雄

5 監 事

ササキ  ケンシ
゛

2021年 4月 1日

2022年3月 31日

年  月  日

年  月  日佐々木 健二

6 理 事

アオキ  チツ
゛
カ 2021年 4月 1日

2022`午 3月 31日

年  月  日

年  月  日青木 智津香

7 理 事

ワタナヘ
゛  ヨウシ

゛
2021年4月 1日

2022`年 3月 31日

年  月  日

年  月  日渡邊 幸治

8
年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

9
年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

10
年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 地域認知症サポー トブリッジ

氏    名

1
木之下 徹

2
元永 拓郎

3 本多 智子

4 英 裕雄

5
平野 治

6
八森 淳

7 高瀬 義昌

8 徳田 雄人

9 谷口 員理子

10
青山 聡子

11

12


